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農林水産委員会会議記録 

 

                   農林水産委員会委員長  川村 伸浩 

 

１ 日時 

  令和５年３月２日（木曜日） 

  午前 10時０分開会、午後１時 23分散会 

  （休憩 午後０時５分～午後１時０分） 

２ 場所 

  第２委員会室 

３ 出席委員 

  川村伸浩委員長、千葉盛副委員長、伊藤勢至委員、郷右近浩委員、柳村一委員、 

  工藤勝子委員、米内紘正委員、ハクセル美穂子委員、高田一郎委員、上原康樹委員 

４ 欠席委員 

  なし 

５ 事務局職員 

  及川担当書記、高井担当書記、和田併任書記、岩淵併任書記、小川併任書記 

６ 説明のため出席した者 

  藤代農林水産部長、千葉技監兼農村整備担当技監兼農村計画課総括課長、 

  橋本技監兼林務担当技監兼全国植樹祭推進室長、佐藤副部長兼農林水産企画室長、 

  照井農政担当技監兼県産米戦略室長、大坊競馬改革推進室長、 

  中野参事兼団体指導課総括課長、中村技術参事兼農業振興課総括課長、 

  佐々木技術参事兼農村建設課総括課長、工藤技術参事兼林業振興課総括課長、 

  森山水産担当技監心得兼水産振興課総括課長、髙橋農林水産企画室企画課長、 

  臼井農林水産企画室管理課長、似内流通課総括課長、和泉流通課流通改善課長、 

  村上農業振興課担い手対策課長、竹澤農業普及技術課総括課長、 

  佐々木農産園芸課総括課長、吉田農産園芸課水田農業課長、米谷畜産課総括課長、 

  髙橋畜産課振興・衛生課長、鈴木森林整備課総括課長、安藤森林保全課総括課長、 

  太田水産振興課漁業調整課長、佐々木漁港漁村課総括課長、佐藤漁港漁村課漁港課長、 

  佐藤県産米戦略室県産米戦略監 

７ 一般傍聴者 

  なし 

８ 会議に付した事件 

議案の審査 

 (１) 議案第 76号 令和４年度岩手県一般会計補正予算（第９号） 

            第１条第２項第１表中 
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            歳出 第６款 農林水産業費 

                第１項 農業費 

                第２項 畜産業費 

                第３項 農地費中 農林水産部関係 

                第４項 林業費 

                第５項 水産業費 

               第 11款 災害復旧費 

                第２項 農林水産施設災害復旧費 

           第２条第２表中 

            第６款 農林水産業費 

             第１項 農業費 

             第２項 畜産業費 

             第３項 農地費中 農林水産部関係 

             第４項 林業費 

             第５項 水産業費 

            第 11款 災害復旧費 

             第２項 農林水産施設災害復旧費 

 (２) 議案第 78号 令和４年度岩手県県有林事業特別会計補正予算（第２号） 

 (３) 議案第 79号 令和４年度岩手県林業・木材産業資金特別会計補正予算（第２号） 

 (４) 議案第 80号 令和４年度岩手県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第２号） 

 (５) 議案第 91号 農業関係の建設事業に要する経費の一部を負担させることに関す 

          る議決の変更に関し議決を求めることについて 

 (６) 議案第 92号 林業関係の建設事業に要する経費の一部を負担させることに関し 

          議決を求めることについて 

 (７) 議案第 93号 水産関係の建設事業に要する経費の一部を負担させることに関す 

          る議決の変更に関し議決を求めることについて 

９ 議事の内容 

○川村伸浩委員長 ただいまから農林水産委員会を開会いたします。 

 これより本日の会議を開きます。本日は、お手元に配付いたしております日程により会

議を行います。 

 それでは、議案の審査を行います。議案第 76号令和４年度岩手県一般会計補正予算（第

９号）第１条第２項第１表歳入歳出予算補正中、歳出第６款農林水産業費のうち農林水産

部関係、第 11款災害復興費第２項農林水産施設災害復旧費、第２条第２表繰越明許費補正

中、第６款農林水産業費のうち農林水産部関係、第 11款災害復旧費第２項農林水産施設災

害復旧費、議案第 78号令和４年度岩手県県有林事業特別会計補正予算（第２号）、議案第
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79号令和４年度岩手県林業・木材産業資金特別会計補正予算（第２号）、議案第 80号令和

４年度岩手県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第２号）、議案第 91号農業関係の建設

事業に要する経費の一部を負担させることに関する議決の変更に関し議決を求めることに

ついて、議案第 92号林業関係の建設事業に要する経費の一部を負担させることに関し議決

を求めることについて、議案第 93号水産関係の建設事業に要する経費の一部を負担させる

ことに関する議決の変更に関し議決を求めることについて、以上７件の予算議案及び予算

関連議案を一括議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○佐藤副部長兼農林水産企画室長 議案第 76 号令和４年度岩手県一般会計補正予算（第

９号）のうち、農林水産部関係の予算について御説明申し上げます。 

 今回の補正予算案は、国の補正予算への対応や国庫補助金の内示等、事業費の確定など

に伴い所要の補正を行おうとするものです。 

 議案（その４）の７ページをお開き願います。歳出の表中、６款農林水産業費の補正予

算額６億 8,719万 1,000円の減額のうち、県土整備部所管の 742万 2,000円の減額を除い

た６億 7,976万 9,000円の減額と、９ページをお開き願います。11款災害復旧費、２項農

林水産施設災害復旧費の補正予算額９億 6,047万 3,000円の減額を合わせまして、総額 16

億 4,024万 2,000円の減額補正です。 

 補正予算の内容につきましては、予算に関する説明書により御説明申し上げます。なお、

金額の読み上げは省略させていただき、主な事業を中心に御説明申し上げます。 

 予算に関する説明書の 138ページをお開き願います。６款農林水産業費、１項農業費で

ありますが、１目農業総務費は１億 8,878万 3,000円の減額であり、右側説明欄三つ目の

農業委員会運営費補助などで、事業費の確定等によるものでございます。 

 ２目農業金融対策費は２億 6,940 万 3,000 円の減額であり、139 ページ、説明欄下から

四つ目の農業経営改善促進資金貸付金など、農業関係貸付金の融資実績の確定等によるも

のでございます。 

 ３目農業改良普及費は３億 1,244万 6,000円の減額であり、説明欄の五つ目のいわてニ

ューファーマー支援事業などで事業費の確定等によるものでございます。 

 140 ページ、４目農業振興費は４億 2,818 万 4,000 円の減額であり、説明欄上から六つ

目の農業経営基盤強化促進対策事業費、その二つ下、経営体育成支援事業費などで、事業

費の確定や国庫補助金の交付決定等によるものでございます。 

 ５目農作物対策費は１億 6,295 万 2,000 円の増額であり、141 ページ、説明欄二つ目の

強い農業づくり交付金で、国の補正予算に対応し、収益力強化に必要な農業用機械施設の

導入や、麦、大豆の生産性向上の支援に要する経費の措置等によるものでございます。 

 ６目畑作振興費は１億 1,267万 4,000円の減額であり、説明欄上から三つ目の水田フル

活用農業高度化プロジェクト事業費などで、事業計画の変更や事業費の確定等によるもの

でございます。 
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 142 ページ、７目植物防疫費は 250 万 3,000 円の減額であり、病害虫防除対策に係る指

導等に要する経費の確定によるものであり、10目農業研究センター費の 7,336万 2,000円

の減額は、国や独立行政法人等から委託を受けて行う試験研究費の確定等によるものでご

ざいます。 

 次に、144ページをお開きください。２項畜産業費であります。２目調査振興費は 19億

3,759 万 1,000 円の増額であり、説明欄一番上の畜産振興総合対策事業費は国の補正予算

に対応し、畜産環境対策に係る施設設備等への支援を、145 ページ、下から二つ目の配合

飼料価格安定緊急対策費補助は配合飼料購入費の価格上昇分に対する支援を、一番下の食

肉等流通構造高度化輸出拡大事業費補助は国の補正予算に対応し、国際的な衛生基準を満

たす食鳥処理施設の整備への支援を行うこと等によるものでございます。 

 ３目草地対策費は 1,740万 7,000円の減額であり、説明欄一番上の畜産基盤再編総合整

備事業費補助で、草地造成等の支援に要する経費の確定等によるものでございます。 

 ４目家畜保健衛生費は 447 万 6,000 円の減額であり、146 ページをお開きください。説

明欄の豚熱予防的ワクチン接種事業費で、知事認定獣医師制度の利用拡大に伴う家畜防疫

員に係る経費の減等によるものでございます。 

 ５目農業研究センター費は 1,582万 2,000円の増額であり、畜産研究所の人件費、事務

費など管理運営に要する経費の確定等によるものでございます。 

 次に、148ページをお開き願います。３項農地費でありますが、１目農地総務費は 8,937

万 5,000円の減額であり、管理運営に要する経費の確定等によるものでございます。 

 ２目土地改良費は４億 1,464万 7,000円の減額のうち、当部の所管に係る補正予算額は

４億 722 万 5,000 円の減額であり、149 ページ、説明欄一番上の資源向上支払事業費、二

つ目の農業基盤整備促進事業費補助などで、国庫補助金の交付決定、事業費の確定等によ

るものでございます。 

 ３目農地防災事業費は１億 1,168万 6,000円の減額であり、説明欄一番上の農村地域防

災減災事業費などで、国庫補助金の交付決定等によるものでございます。 

 150 ページをお開きください。４目農地調整費は 2,673 万円の減額であり、事務費の確

定等によるものでございます。 

 次に、151 ページ、４項林業費でありますが、１目林業総務費は 5,548 万 9,000 円の増

額であり、管理運営に要する経費の確定等によるものでございます。 

 ２目林業振興指導費は４億 1,311 万 6,000 円の減額であり、152 ページをお開きくださ

い。説明欄中ほどの森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策事業費補助で、令和３年

度補正で前倒し実施したことによるほか、下から二つ目の木材産業国際競争力強化対策事

業費補助で、国の補正予算に対応し、間伐材の生産や路網整備等に要する経費の措置等に

よるものでございます。 

 ３目森林病害虫等防除費は 1,586万 3,000円の減額であり、松くい虫等防除事業費の確

定によるものでございます。 
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 153 ページ、４目造林費は１億 1,618 万 3,000 円の増額で、森林整備事業費補助で国庫

補助金の交付決定によるものであり、５目林道費は 3,983万 8,000円の減額で、管理運営

に要する経費の確定等によるものでございます。 

 154 ページをお開きください。６目治山費は１億 1,921 万 2,000 円の減額で、治山事業

費に要する経費の確定等によるものであり、７目林業技術センター費は 1,186万 5,000円

の増額で、管理運営に要する経費の確定等によるものでございます。 

 156 ページをお開きください。５項水産業費でありますが、１目水産業総務費は 4,148

万 6,000円の減額であり、管理運営に要する経費の確定等によるものでございます。 

 ２目水産業振興費は２億 953 万 7,000 円の減額であり、157 ページ、説明欄上から七つ

目の栽培漁業推進事業費、その四つ下の強い水産業づくり交付金事業費などで、事業費の

確定や国庫補助金の交付決定等によるものでございます。 

 ３目水産業協同組合指導費は 615万 9,000円の減額であり、漁業近代化資金利子補給等

の事業費の確定によるものでございます。 

 ４目漁業調整委員会費の 93万 1,000円の増額と、158ページをお開きください。５目漁

業調整費の 508万 8,000円の減額、６目漁業取締費の 545万 3,000円の減額は、管理運営

に要する経費の確定によるものでございます。 

 ７目水産技術センター費の 1,784万 7,000円の減額は、管理運営に要する経費や、国、

独立行政法人等から委託を受けて行う試験研究費の確定等によるものでございます。 

 159 ページ、８目内水面水産技術センター費の 652 万 4,000 円の減額は、管理運営に要

する経費の確定によるものであり、９目漁港管理費の 6,467万 1,000円の減額は、漁協の

維持管理等に要する経費の確定によるものでございます。 

 160ページをお開きください。10目漁港漁場整備費は 200万 7,000円の減額であり、説

明欄中ほどの漁業施設機能強化事業費などで、事業費の確定等によるものでございます。 

 次に、大きく飛びまして、204ページをお開き願います。11款災害復旧費、２項農林水

産施設災害復旧費でありますが、１目農地及び農業用施設災害復旧費の４億 6,431万 6,000

円の減額、２目林業災害復旧費の２億 1,618 万 6,000 円の減額、３目治山災害復旧費の

5,018万円の減額は、災害復旧事業などの確定等によるものでございます。 

 205 ページ、４目漁業用施設災害復旧費の 1,133 万 2,000 円の減額、５目漁港災害復旧

費の２億 1,845万 9,000円の減額についても、災害復旧事業などの確定等によるものでご

ざいます。 

 次に、繰越明許費について御説明申し上げます。議案（その４）にお戻りいただきまし

て、11 ページをお開き願います。第２表繰越明許費補正の追加の表中、当部の所管は 13

ページから 16ページまでの６款農林水産業費の 107億 7,678万 4,000円のうち、当部所管

の 105億 8,753万 5,000円と、20ページ、21ページの 11款災害復旧費、２項農林水産施

設災害復旧費の３億 4,383万 2,000円の合計 109億 3,135万 7,000円を翌年度に繰越しし

ようとするものであります。これは、国の補正によるもののほか、計画調整などに不測の
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日数を要したことから年度内完了が困難になったことなどによるものでございます。 

 続きまして、特別会計の補正予算について御説明申し上げます。29ページをお開き願い

ます。議案第 78号令和４年度岩手県県有林事業特別会計補正予算（第２号）についてであ

りますが、歳入歳出それぞれ 7,467万 9,000円を減額し、予算の総額をそれぞれ 36億 8,224

万 6,000円とするものであり、事業費の確定等に伴い補正しようとするものであります。 

 次に、32ページをお開き願います。第２表繰越明許費でありますが、これは県有林事業

特別会計の県行造林造成事業及び公営林造成事業をそれぞれ翌年度に繰越ししようとする

ものであります。 

 次に、33 ページ、議案第 79 号令和４年度岩手県林業・木材産業資金特別会計補正予算

（第２号）についてでありますが、歳入歳出それぞれ 1,064万 4,000円を減額し、予算の

総額をそれぞれ８億 4,895万 7,000円とするものであり、貸付金及び償還金の確定等に伴

い補正しようとするものであります。 

 次に、36 ページをお開き願います。議案第 80 号令和４年度岩手県沿岸漁業改善資金特

別会計補正予算（第２号）についてでありますが、歳入歳出それぞれ 20万 8,000円を追加

し、予算の総額をそれぞれ 10億 1,019万 1,000円とするものであり、資金の運用益の確定

等に伴い補正しようとするものであります。 

 次に、予算以外の議案について御説明申し上げます。71ページをお開き願います。議案

第 91 号農業関係の建設事業に要する経費の一部を負担させることに関する議決の変更に

関し議決を求めることについてでありますが、これは経営体育成基盤整備事業の農業関係

の建設事業に要する経費の額の変更に伴い、受益者の負担金の額を変更しようとするもの

であります。 

 72 ページをお開き願います。議案第 92 号林業関係の建設事業に要する経費の一部を負

担させることに関し議決を求めることについてでありますが、これは県単独治山事業の林

業関係の建設事業に要する経費の一部を受益町に負担させようとするものであります。 

 73 ページ、議案第 93 号水産関係の建設事業に要する経費の一部を負担させることに関

する議決の変更に関し議決を求めることについてでありますが、これは水産流通基盤整備

事業の水産関係の建設事業に要する経費の額の変更に伴い、受益者負担金の額を変更しよ

うとするものであります。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○川村伸浩委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

○郷右近浩委員 説明ありがとうございました。何点か質問させていただきたいと思いま

す。 

 まず、畜産振興費の部分です。生産者がこれからも続けていけるような対応ができてい

るのか、配合飼料価格安定緊急対策事業のこれまでの成果をお聞きします。また、飼料や

燃油であったり、いろいろなものの価格が高くなっている状況で、1,000 円上限の予算額

で、しっかりと対応できているのか、その現状等をお知らせいただきたいと思います。 
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○米谷畜産課総括課長 配合飼料価格高騰緊急特別対策事業についてのお尋ねでござい

ますが、第２・四半期に今回の事業が発動いたしました。国の配合飼料価格安定特別対策

の基金から補填金を交付されて、それから県の補填金を足した分で、令和３年度の平均価

格から配合飼料１トン当たり、実際の負担の部分に 3,000円ほどの差額が生じており、そ

れに対して１トン当たり 1,000円の交付金が出ておりますので、生産者の負担の軽減の一

助にはなっていると考えております。 

 実際のところ、今回交付された戸数ですけれども、全部の畜種合わせまして約 2,700戸

となっております。この戸数を割合にいたしますと約６割の方に交付されたということに

なっておりますし、交付数量につきましては岩手県全体で約 33万トンほどの餌がありまし

たので、それに対して出したということになります。 

○郷右近浩委員 これまで岩手県としても、国に対してさまざまな対策を求めていただい

てきたという認識ですけれども、もともと岩手県自体が酪農、肥育、繁殖のコストが高い

ですし、鶏にしても、飼料や資材のコストが少し高めです。乳牛に関しては、コストが北

海道は６円か７円に対して岩手県は倍以上かかっているような状況で、急なこの物価高騰

です。岩手県として、食料基地岩手であったり、食料安全保障といったものをしっかり守

っていくために、さらに踏み込んで対応していただければという思いを強く持っておりま

す。 

 今やっているものは、本当に適時適切にやっていただいてきたと思っております。ただ、

それを超えてくるような今の状況の中で岩手県の農業を守り抜く、畜産を守り抜くという

思いが出てくるようにしっかり見ていただきたいと思います。今回もかなりの項目におい

て減額の補正予算になっております。単純な整理の部分はもちろんあると思いますけれど

も、しかしながらせっかくいろいろなことをやろうとしてつくった予算です。岩手県の産

業をしっかり守るといったところにつなげていっていただきたいと思います。 

 例えば金ケ崎町では、酪農現場等に対して１頭当たり１万円の補助をして酪農を続けて

いただきたいという姿勢をしっかりと出しているような例もあります。自前でヨーグルト

などに加工して付加価値つけていくことは全ての酪農家ができるわけではありません。地

域でできるところ、できないところ、まだ体制が整っていないところ、それぞれあると思

います。酪農を守っていくために情勢を見ながらしっかりと進めていっていただきたいと

思います。これについての所感をお伺いします。 

○米谷畜産課総括課長 酪農の現状につきましては、非常に厳しい状況、環境転換期に置

かれているということは認識しております。まずは基本に立ち返り、自給飼料を生産して

いく、生産を拡大していくということが第一と考えまして、予算措置はしておりませんけ

れども、昨年度から、飼料、牧草等を増産していくということで、例えばマメ科牧草であ

るアルファルファの作付、あるいはデントコーンの後作にライ麦、イタリアンライグラス

等の牧草の二毛作、簡易の草地更新を続けて牧草の反収を上げる取り組みを進めてきてお

ります。簡易更新につきましては、昨年度約 160町歩ほどの実績がございますし、実際に
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現地の農業改良普及センターの普及員、広域振興局の職員が指導しながら、自給飼料の生

産を拡大を進めておりました。これにつきましては、来年度以降もしっかりと進めていき

たいと考えておりますし、各市町村やＪＡにもいろいろと対策を打っていただいておりま

す。岩手県の支援措置、国の補助金、事業等を総合的に活用しながら、何とかこの危機を

乗り越えていくように進めて、取り組んでいきたいと考えております。 

○郷右近浩委員 ぜひお願いします。この状況は令和５年度になっても、多分変わらない

と思いますし、岩手県の農業をどうしていく、どう守っていくかという、岐路に差しかか

っていると思います。もちろん飼料だけでなく、米にしても何にしてもなのですけれども

ぜひ現場の方々の声を酌んでいただきながら、しっかりとしたものをつくっていただけれ

ばと思います。 

 本当に現場は大変で、ぬれ子が10万円ぐらいで売れていたのが１万7,000円であったり、

Ｆ１なども５万円ぐらい、半分ぐらいに落ちてしまっています。もともとは予備的な収入

であったのだとは思うのですけれども、それがもう経営の中にしっかりと組み込まれて必

要な収入になってしまっている中で、それ自体が十分な金額にならない状況になってきて

いると、もうそこまで来ていると思いますので、しっかりと対応していただきたいと思い

ます。藤代農林水産部長のお考えをお聞かせ願います。 

○藤代農林水産部長 郷右近浩委員の御指摘のとおりなのですけれども、当部でもさまざ

まな議論をしながら対策を進めて、配合飼料につきましては畜産経営体全てが活用すると

いうような状況で、第１・四半期ですと大体８万円後半ぐらいだったものが第２・四半期

以降急激に価格が上昇して、今ですと大体 10万円あたりで高どまりしている状態が続いて

います。そういった中で、鶏卵が非常に高い値段だと新聞報道もされていますけれども、

価格転嫁できているもの、できていないものが畜産経営体の中で出てきている状態で、そ

れぞれに合った形でどういった支援が可能かを考えながら行っています。 

 配合飼料価格安定制度を見ますと、国で第３・四半期以降１万 5,000円、上がったり下

がったりですけれども、そこに対して、先ほど米谷畜産課総括課長が言いましたとおり、

県は 1,000円、市町村あるいは関係団体の支援を合わせて 3,000円くらいになるように、

そうしますと大体８万円ぐらいになります。第１・四半期かその辺りで価格が大体安定す

るようにという形で配合飼料価格制度といいますか、岩手県の支援策は措置しております。

さらに畜種ごとに、例えば牧草を食べられるものについては、先ほど米谷畜産課総括課長

が言いましたとおり、自給飼料対策で、なるべく生産コストを下げて対応していただくも

の、そういったことを組み合わせながらやっております。引き続きそれぞれの経営体の実

情を踏まえながら、畜産経営体の全体を見ながら県として支援策を措置できるかを議論し

ながら対策を進めていきたいと考えております。 

○郷右近浩委員 ありがとうございます。繁殖にしても、肉牛にしても、鶏はまた別の問

題もありますけれども、大変な状況になっているという中で、やはり乳牛、生乳はなかな

か生産費が価格に反映できないといった問題があります。県でもこれまでクラスター事業



 9 

など色々な事業をやっていただいておりますが、それが軌道に乗る前にこのような状況で

クラスター事業を導入した方々が、機械や資材、いろいろなものの支払いが始まってきて、

ダブルパンチ的な部分もあり先が見通せなくなっております。こうした部分をしっかりと

ケアしていっていただきたいと思います。私はこの飼料価格の部分については、もう少し

頑張っていただければと思います。この予算自体に反対しているものでは決してありませ

んけれども、しっかりと対応していっていただきたいと思います。これは意見でございま

す。終わります。 

○米内紘正委員 私からは１点お聞きしたいと思います。 

 農業振興費の中の、いわてみどりの食料システム戦略推進事業費の減額補正の 1,850万

円というところです。当初予算との比較と今年度実施された事業の大まかなものがあれば

お知らせいただければと思います。 

○竹澤農業普及技術課総括課長 米内紘正委員の御質問につきまして、いわてみどりの食

料システム戦略事業費、この減額部分につきまして内訳を御説明します。 

 当初この事業の中に三つのメニューがございました。有機農業の産地づくり、これが昨

年度要望段階では三つの市町から要望がありまして、その事業費 950万円を計上しており

ました。結果として３市町とも実施しませんでした。加えまして、スマート農業に関係す

る実証事業が 600万円で１件、これも要望があったところですが、これも残念ながら結果

として実施できませんでした。加えて、グリーンカーをサポートする事業というのが 300

万円、これも１件ございましたが、残念ながら結果としてできなかったということで、ト

ータル 1,800万円余が減額になったといった状況でございます。 

○米内紘正委員 つまり当初予算 1,850万円に対して、全額 1,850万円減額ということで

ございますか。ゼロ円ということでございますね。このいわてみどりの食料システム戦略

推進事業費は去年の予算作成のところで重点項目としていろいろな資料に上げられていた

と思います。国も方針をかなり明確にして、ではこれから進めていきましょうと、議会の

中でもいろいろ質疑があったところかと思います。その中で、そのときに予定されていた

ものがなかなか進まなかったというところではあるのですけれども、これから進む予定が

あるものなのか、現状どのように進んでいるのか、お聞かせください。 

○竹澤農業普及技術課総括課長 令和５年度以降の取り組みについてでございますが、来

年度につきましては有機農業産地づくりにつきまして県内二つの市から要望が上がってお

ります。これにつきましては、予算に計上をさせていただいております。もちろんこの既

に要望している２市以外につきましても、産地づくりに向けた取り組みについていろいろ

働きかけを行っているところでございます。 

○米内紘正委員 この農林水産委員会は青森県の黒石市でしたり、東日本大震災津波復興

特別委員会では大船渡市でチョウザメの養殖事業を行う株式会社プラントフォームなどい

ろいろ調査したと思います。こういった取り組みがある中で、実績として令和４年度はゼ

ロという形になっているわけです。もしうまくいかないようであれば、既にいろいろな取
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り組みをされているところに働きかけながら、予算をしっかり使っていかなければならな

いと思います。重点項目に挙げられ、知事も副知事も積極的に推進してまいりますと昨年

の予算特別委員会、あるいは定例会で話しておりますけれども、予定していたものがゼロ

になりました、県としてこのいわてみどりの食料システム戦略推進事業の進捗はゼロです

ということでいいのでしょうか。しっかり対応して進めるということではないのですか。

これは藤代農林水産部長にお聞きします。 

○藤代農林水産部長 米内紘正委員御指摘のとおりでございまして、みどりの食料システ

ムの有機が、基本的には国際水準レベルが昨年の当初のころから基本的には国として進め

る有機だという見解が示されまして、ではどういうアプローチができるかということで、

岩手県では前段階の取り組みとしていろいろな地域で、環境に優しい農業ということで減

農薬、減化学という形でこれまで進めてきたところですが、地域にもいろいろ働きかけや

指導をさせていただきながら取り組んでいるところで、あと一歩という部分で、若干事業

の活用までに至らず、実績ゼロという形で非常に申し訳ないと思っております。引き続き

現場と一緒になって取り組めることを進めて、一歩ずつにはなるかもしれませんけれども、

こういった環境負荷軽減の農業がきちんと定着するように県としては取り組んでいきたい

と思っております。 

○米内紘正委員 いろいろな進め方があると思うのですけれども、いきなり事業をすると

いうのは大変な側面があると思います。青森県などを見ていますと、日本一健康な土づく

り推進プランをつくって、まずは調査をしっかりしましょうと、調査と機運の醸成という

か、啓蒙活動です。それで地域ごとに協議会をつくっています。協議会がなければ受皿が

ないわけですから、いきなり事業をやりましょうと言っても、個別の団体というか、会社

になってしまいます。地域として進める、そこの前段階を県で先んじて進めていたのであ

れば事業にはある程度すぐにこぎ着けますし、そこの機運の部分、土壌の部分がしっかり

できていないのであればまず調査、そういうところに向かっていく体制ができている地域、

できていない地域、そこをしっかり組み立てるロードマップができていないと、毎年予算

を計上しても、これを事業化するというのは大変になります。何故これを言っているかと

いうと、重点項目五つぐらいの中にもニューファーマー支援事業とか、そういうものの中

の一つに食料システムを推進しますと掲げていたからです。事業が３市町で、予定してい

たところがなくなっていくのであれば、もう切りかえて、では探そう、では調査しましょ

うと、予算 1,850万円全額は使えなかったとしてもそういうやり方もあったのではないか

と思うのです。多分ここにかかわる予定だった職員の方もいらっしゃったと思うのです。

来年度は２市町ということでしたけれども、それ以外にも可能性があるところを発掘でき

ているのでしょうか。 

○竹澤農業普及技術課総括課長 県内の取り組みの把握でございますけれども、来年度手

挙げをしております、言わば先進的な取り組みを行っている市が一関市大東町、花巻市東

和町、こちらがかなり県内では先進的な取り組みをしていると認識しておりまして、実際
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に来年度この国庫事業を活用して取り組みたいという強い意向を示されているところでご

ざいます。 

 一方で、特に沿岸地域では、有機農業がなかなか進んでいない実態がございます。そう

したことから県といたしましては来年度、県には有機農業連絡協議会がございますので、

協議会と連携しながら、生産者、さらには消費者も含めて有機農業のメリットなどの理解

醸成を図ってまいりたいと思っておりますし、また個別にもぜひ事業の活用等について、

汗をかきながら取り組んでまいりたいと考えております。 

○米内紘正委員 これは結構幅広い分野というか、枠があると思うのです。協議会をつく

るというとなかなか時間がかかってしまって大変なところあるかもしれないのですけれど

も、それこそ大船渡市のチョウザメの株式会社プラントフォームだったり、八幡平市の地

熱だったり、広い意味で言えばみどりの食料システムですし、下水汚泥の利用なども今話

題になっていますので、農業者だけに狭める必要はないと思っています。幅広い分野に、

エリアに市町村を回ったりして、おっしゃるとおり汗をかいていかないとならないと思い

ます。はい、やりたい人、手を挙げてくださいでは、この新しい分野というのはなかなか

出てこないと思うのです。何をしていいのかわからないので、取り組みができる体制、あ

るいはそういうメンタル、マインドセットを持っている方々に直接行って、一緒にやりま

しょうとやっていかないと、いつまでたっても進まないと思います。前々から言っていま

すけれども、これからオーガニック食品などはどんどん市場が大きくなってくるところな

ので、何とか実績ゼロではなく、おくれをとらないように進めていただければと思います。

よろしくお願いします。 

○照井農政担当技監兼県産米戦略室長 米内紘正委員がおっしゃったように、国や県の事

業に乗る前の段階として、地域段階でも化学肥料を減らす、農薬を減らすような取り組み

は実証的に取り組んでおりまして、その中から国の事業や県の事業に手を挙げるような段

階的にステップアップするような感じで進めさせていただいております。 

 また、普及啓発の取り組みは非常に大事だと思っていまして、その部分につきましては

来年度にも予算として計上させていただいていますので、現場での実践と普及啓発をあわ

せながら取り組んでまいりたいと思います。 

○高田一郎委員 まず、施設園芸省エネルギー化緊急対策事業費補助ですが、4,000 万円

ほどの減額補正となっております。これは、第３号補正予算だったと思いますけれども、

燃料価格高騰の影響を受けにくい施設への転換ということで、省エネ対策も含めた大変い

い事業だったと思っております。しかし、かなりの減額補正になっています。第３号補正

予算で 5,200万円ほどだったと思いますけれども、大幅な減額となったその要因、それか

らニューファーマー支援事業についても２億 7,000万円ほど、かなりの減額補正です。減

額補正はたくさんあるのですけれども、この二つ、なぜそういう状況になったのか説明し

ていただきたいと思います。 

○佐々木農産園芸課総括課長 施設園芸省エネルギー化緊急対策事業についての御質問
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でございますが、この事業につきましては燃油使用量を３年間で 15％以上削減する計画を

有する事業主体を対象に、被覆資材等々の省エネ資材、機材を補助するものでございます。

今回減額になった理由でございますけれども、新たな資材、機材の導入に踏み切れなかっ

たというような方々、それから 15％以上の削減といった部分が少しハードルが高かった、

あるいは想定した見積りが当初より少し資材等の価格高騰がございまして、投資計画とい

いますか、事業計画の再考が必要になったという理由から要望の取り下げになったことに

伴う減額でございます。 

○竹澤農業普及技術課総括課長 いわてニューファーマー支援事業費の減額についてで

ございますが、この減額のうち大半を占めておりますのが経営発展支援事業、これは新規

就農者の最大 1,000万円の機械や施設の整備に国及び県から４分の３を支援するといった

事業でございます。国が令和４年度に新しく創設した事業でございます。言い訳がましく

なって非常に恐縮なのですが、昨年度非常にタイトなスケジュール感の中で要望調査を市

町村を通じて行いましたところ、56名から要望が上がり、トータル２億 7,000万円を予算

として計上したところでございます。今年度の活用実績でございますが、17名で 5,600万

円余といったところになっておりまして、差引き２億 1,000万円ほどが減額になった状況

でございます。 

 56名のうち 17名が活用し、残り 39名はどうなったのかでございますが、令和４年度に

就農しようと思っていたのだけれども、令和５年度以降に就農時期を遅らせたのが 23名ほ

どでございます。こうした方々につきましては次年度以降この事業の活用に向けて取り組

んでいただくものと認識しております。 

○高田一郎委員 わかりました。施設園芸省エネルギー化緊急対策事業については、非常

にハードルが高いということが要因だと思うのですけれども、燃油高騰はずっと続く問題

ということ、農業の分野でも省エネ化は本当に避けて通れない課題だと思います。これは

国の事業ということなのですか。ハードルが高いという話だったのですけれども、このハ

ードルを低くして、もう少し多くの人たちに利用してもらうというような、こういう考え

はないのかお聞きしたいと思います。 

○佐々木農産園芸課総括課長 この事業につきましては、県単の事業でございます。高田

一郎委員からお話のありましたとおり、こういう高騰等が続く中で、省エネルギーに対応

した農業経営、施設園芸の経営が大事という認識を踏まえた上で、15％削減ということで

設けたものでございます。これにつきましては、国においても同様の基準といいますか、

目標を定めておりまして、国と歩調を合わせた中で実施したものでございます。なので、

見直しという部分については、省エネルギー化による収益の向上といった部分も一つ大き

な方向性として目指していかなければならないと認識して、今回こういう対応をさせてい

ただいたものでございます。 

○高田一郎委員 わかりました。 

 もう一つ、新規事業で高病原性鳥インフルエンザの発生防止のための消毒費用が予算措
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置されております。本県においても差し迫った危機のように感じているのですけれども、

この高病原性鳥インフルエンザの全国的な感染状況と、影響について、全体の１割も殺処

分されているというような、それから輸出規制ですか、いろいろなところに影響が出てい

ると思うのですけれども、全国的な感染状況と、そして影響についてどのように把握され

ているのですか。 

 そして、先日テレビを見ていたら、カンボジアで高病原性鳥インフルエンザにかかった

少女が亡くなるという、ショッキングなことがありました。国内においての高病原性鳥イ

ンフルエンザの人に対する影響といいますか、発生状況といいますか、把握していれば示

していただきたいと思います。 

○髙橋振興・衛生課長 高病原性鳥インフルエンザの発生状況及び影響についての御質問

でありますが、まずは発生状況につきましては、全国で現在 25道県 76事例の発生が見ら

れており、本日の報道におきましても福岡県で疑い事例が発生しているということで、全

国的な発生が続いている状況であります。 

 人へのインフルエンザの感染が久しぶりに確認されたことから、カンボジアの報道がな

されたものと認識しております。日本においては、これまで高病原性鳥インフルエンザの

人への感染事例は報告されておりませんし、厚生労働省におきましても仮に卵や鶏肉から

摂取したとしても、人への感染は極めて低いとされておりますので、現在の日本の状況下

において人への感染についてはあまり心配する必要はないと捉えております。 

 高病原性鳥インフルエンザの発生に関する国内への影響につきましては、報道によりま

すと採卵鶏で発生が多いことから、卵の供給が不足ぎみになっていて、卵価が上昇してい

るということを認識しております。 

○高田一郎委員 なかなか高病原性鳥インフルエンザについては、お隣、宮城県でも発生

して、差し迫った大変な状況にあると思います。本当に緊張感を持って取り組んでいかな

ければならないと思いますし、岩手県で発生していないのは本当に関係者の皆さんの日ご

ろの衛生管理の努力のたまものだと思っております。しかし、そういう対策をしても岩手

県で発生することもあり得るわけですから、それを踏まえたしっかりとした対策が必要だ

と思います。何といっても、衛生管理基準を徹底していくということに尽きるのだろうと

思います。岩手県としてしっかりとした農場に対する巡回指導とか、適切な対応が必要か

と思いますけれども、県としてこの間取り組んできた対応についてお伺いしたいと思いま

す。 

○髙橋振興・衛生課長 高田一郎委員の御指摘のとおり、本県の発生防止には農場内への

ウイルス侵入防止対策の徹底が非常に重要でありますことから、岩手県ではこれまで渡り

鳥が飛来する10月までに100羽以上を飼っている全ての養鶏農場に家畜保健衛生所の職員

が立入りして、飼養衛生管理指導の徹底を繰り返し行ってきているほか、今年度国内発生

事例が非常に多く報告されておりますので、その発生の都度、家禽飼養者に加えて関係機

関、団体に対しまして情報提供し、注意喚起を進めてきたところであります。 
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 また、侵入防止対策のさらなる徹底に向けましては、今般２月補正予算で計上しており

ます消毒薬の配付などで、岩手県が消石灰を購入し県内全ての家禽飼養者に配付すること

で、消毒の強化を呼びかけていきたいと考えております。 

 今後も引き続き、生産者や関係団体と緊密に連携しながら注意喚起を行ってまいりたい

と考えております。 

○高田一郎委員 今回の補正予算にも、輸出拡大を目的とした処理施設の整備を 15 億円

も予算措置をして、支援をするということなのですけれども、高病原性鳥インフルエンザ

が拡大することによって輸出にも大きな影響を与えるわけですから、本当に関係者が一丸

となってしっかりとした対策をとっていただきたいと思います。 

 そこで、岩手県でも高病原性鳥インフルエンザが発生した場合の対策もしっかりとって

いかなければならないと思います。大規模農場や県と業者が一体となって計画も策定して

いるということを聞いているのですけれども、その現状はどうなっているのかお伺いした

いと思います。 

○髙橋振興・衛生課長 まず、高病原性鳥インフルエンザが県内で発生した場合の対応に

ついてでありますが、県では岩手県高病原性鳥インフルエンザ等発生時対応要領というも

のを定めておりまして、農場で作業に従事する県職員約 650名を年度当初に指名しており

ます。この 650人が交代しながら 24時間、殺処分の作業を進めつつ、周囲への感染拡大防

止の対応も進めていく体制をとっております。また、国の防疫指針におきまして、大規模

養鶏農場において仮に発生した場合、万が一発生した場合の農場としての対応を定めると

いうことが決められております。防疫計画と呼ばれるものですけれども、この防疫計画の

策定も対象となる大規模農場において全て作成されておりまして、随時家畜保健衛生所が

指導しながら見直しをかけている状況であります。 

○川村伸浩委員長 ほかに質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川村伸浩委員長 ほかに質疑がなければ、これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川村伸浩委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。各案件は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川村伸浩委員長 異議なしと認めます。 

 よって、各案件は原案を可とすることに決定いたしました。 

 以上をもって付託案件の審査を終わります。 

 この際何かありませんか。 

○郷右近浩委員 一般質問でも米価について色々な質疑がありました。その中で、我が会
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派の同僚議員も質疑を行っていたわけすけれども、現場の農家の方々から出てくるのは、

このままでは本当に続けられないという話しかありません。やっとこれから暖かくなって、

うちの地域でも恐らく３月の半ばぐらいから田起こし始まってきて、みんな田んぼに出た

くて出たくてうずうずしてきているの中で、本当に続けていけるのかどうかと。県も資材

費であったり、肥料であったりとか、支えるようにということで頑張ってやってくださっ

ているのはわかりますが、そもそも論として再生産できる米価というのを県は幾らと考え

ていて、岩手県の食料、その中心となる米をどのように守っていこうとしているのか、そ

の点についてお伺いします。 

○佐藤県産米戦略監 再生産できる米価についてでございますが、最新の値であります令

和３年産の全国の米生産の作付規模別の 60キログラム当たりの生産費を見ますと、３ヘク

タールから５ヘクタール規模で 60キログラム当たり１万 3,000円です。それから、５ヘク

タールから10ヘクタール規模で１万2,161円ということで示されているところでございま

す。岩手県の３ヘクタール以上の生産者の面積のシェアが大体 57％ぐらいということでご

ざいますので、１万 3,000円程度の米価が必要ではないかと考えております。 

○吉田水田農業課長 米生産に係る資材高への対応についてでございますけれども、米生

産等で活用する肥料の価格ですが、現時点で前年に比べて約４割上昇しておりまして、生

産コストの増嵩など、厳しい経営状況が見込まれると認識しております。県では、肥料な

ど生産資材の価格が高騰している状況を踏まえまして、国が示した方法により算出した肥

料コスト増加分の７割を補填する国の事業と合わせまして、県独自に残りの農業者負担の

３分の１を支援する事業を措置したところでございます。仮に肥料価格が１反歩当たり、

10アール当たり約４割上昇したとしますと、この支援によりまして経営体の実質負担は約

１割程度に軽減できると試算されます。また、鶏ふん等の有機物の活用や側条施肥による

肥料費の低減、それから病害抵抗性品種の導入による農薬費の削減なども進めているとこ

ろでございまして、引き続き生産者の経営安定が図られるよう取り組んでまいります。 

○郷右近浩委員 県で再生産できる米価を１万 3,000円ぐらいに見ているという話であり

ましたけれども、そうならないときに、米生産を続けるということ自体が難しいと。肥料

についても、国で見ていただけない部分は岩手県としてしっかりと支えようと頑張ってい

ただいておりますが、これ自体も先ほど補正予算でもあった配合飼料と同じような枠組み

で進めていただいていると認識しておりますけれども、生産費がコスト高になってきてい

る中にあって、どうしたって足りない部分がまたさらに乗っかってくるような、これを岩

手県としてはいろいろ取り組みをやられているということではありますけれども、しかし

ながら農薬をどうする、何をどうするという以前に、本当にことしもきちんと作付をして、

しっかりと自分のところで良質な米をつくっていくと。特にことしまたひとめぼれがＡ′

からＡにはなったとはいえ、あくまで目標としていた特Ａをまた少し達成できなかったと

いう中にあって、いいものをしっかりつくっていくと、そのためにまた頑張っていくとい

うモチベーションを支えてあげることが必要だと思うわけですけれども、この辺について
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岩手県は何かしらお考えがあるのかお伺いしたいと思います。 

○藤代農林水産部長 佐藤県産米戦略監から米の価格１万 3,000円というお話をさせてい

ただきましたけれども、一つは米の価格について、基本的には安定させるような取り組み

が必要だろうということで、これは全国での対応は当然ですけれども、来年の本県の作付

というのはことしと同じ、同程度、全国でもそういった形で、去年あたりまでは非常に供

給過多で、需給が緩和するという形の中で米価が少し引き下がるような状態で動いていた

わけですが、米の取引状況を見ますと大体１万 3,000円後半あたりで県産ひとめぼれです

と取引されている状況でございますので、そういった状態が来年まで続くことがまず大事

だろうと考えています。そうしますと、去年の概算金が１万 1,000円程度でしたけれども、

それがさらにプラスアルファが期待できると思いますので、そうしますと農家の皆さんも、

令和元年ころは概算金で１万 3,000円、あるいはその次の年ですと１万 2,000円というよ

うな概算金でしたので、そこら辺が望めれば非常に米づくりに対しても意欲が出てくるの

ではないかと思っていますので、まずは価格安定というところを取り組んでいくことと、

先ほど言いました生産コストを抑えるというような取り組みの部分、肥料代、吉田水田農

業課長から言われた以外にもいろいろ、苗箱を少なくして苗をいっぱいつくるとか、さま

ざまな技術がありますので、そういったものをアドバイスさせていただきながら、あまり

コストをかけずに自ら持っている技術でコストを安くできるようなところ、あるいは鶏ふ

んを使などを複合的に組み合わせながら、農家の方が引き続き米づくりに意欲を持って取

り組んでいただけるようにということを進めていきたいと考えております。 

○郷右近浩委員 ありがとうございます。直接支払交付金を含めて国でもいろいろ修正し

ていることは認識しております。しかし現場では、米だけで何ともならないから大豆をつ

くる、もちろんこれは国としても進めている方向だと認識しておりますけれども、一般質

問でもいろいろ発言等もありましたけれども、安定して農業に携わっていく、米をつくる

適地という意味では、私は東北、北東北であったり北海道が今後中心になっていくと思い

ますし、いいものをこの適地でしっかりとつくっていっていただきたいと思います。そし

て、それに従事する方々が営農を続けていける環境を岩手県としてしっかりと構築してい

っていただきたいと思います。先日も少し田んぼを見て歩いていましたけれども、もちろ

ん今はまだ田んぼに出ている人はいませんけれども、そろそろ音であり、匂いであり、そ

うしたものがどんどん感じられる時期になってくると。そのときにみんながことしの秋に

期待して農業をやっていくという、ことしの一歩を踏み始めると、そうしたような状況に

なるようにぜひ県としてもいろいろ対応していただければと思います。以上で終わります。 

○工藤勝子委員 昨日の一般質問でも岩城元議員が野生動物の関係の質問をされており

ました。通告しておりましたので、野生動物の熊、イノシシ、鹿の農作物被害の実態につ

いてお伺いしてまいりたいと思っております。 

 まず、個体数の状況について、直近の調査の状況がわかりましたらお知らせいただきた

いと思います。また、農作物の被害についてお聞かせいただきたいと思います。 
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○村上担い手対策課長 まず、個体数の状況についてでございますけれども、県が策定し

ておりますツキノワグマ、イノシシ、ニホンジカの各管理計画によりますと、ツキノワグ

マの個体数は令和２年度末時点で約 3,700頭です。ニホンジカの個体数につきましては、

平成 30年度秋時点で約 10万頭とされております。イノシシの個体数については、本県は

捕獲数が少なくて、生息地域に偏りがあることから、全県域での個体数の推計が困難とさ

れておりますので、個体数は不明ということであります。 

 続きまして、被害額についてでございます。農作物の被害額につきましては、令和３年

度で約４億 1,000万円となっております。令和２年度に比べまして約 1,400万円減少して

おります。獣種別では、ニホンジカが半分の約２億 1,000万円くらいかというような状況

です。 

○工藤勝子委員 ありがとうございました。遠野市で要望を出しているのですけれども、

たしかその中にニホンジカの関係がありまして、環境省の推定値の２倍以上、10万 7,000

頭となっていますけれども、県内にはこれ以上いるのではないかと思っております。農産

物の被害額ですけれども、年々高くなってきているのです。３億円ぐらいだったのですけ

れども、それがもう４億円になってきている状況です。遠野市で何の被害が一番大きいか

というと、畜産農家の草地です。草です。皆さんがいろいろな作物に対して生産コストを

下げていきましょうと、それは言うことは簡単です。何をどうやってコストを下げるかと

いうことを私たち農家の人たちが自ら考えて実行していかなければならないわけですけれ

ども、畜産農家の人たちは、いろいろ飼料が高くなってきているわけです。そういう中に

おいて、粗飼料、草をたくさんとろうと思うのです。ところが、一年の中で一番栄養価が

高く、量をとらなければならない一番草を、鹿がたくさん草地に入ってきて掘り起こして

食べているのです。そうすると、例えばひどいところは３分の１しかとれないという農家

も出てきているわけです。質問の中に入っていませんでしたけれども、この中で捕獲頭数

がどのくらいだったのか、環境生活部の所管になるかもしれませんけれども、わかりまし

たらお願いしたいと思います。 

○村上担い手対策課長 捕獲頭数でございますけれども、令和３年度の捕獲頭数につきま

しては、ニホンジカで２万 6,839 頭捕獲しております。今年度については、４月から 12

月までの同期比、昨年度の同期比で、ニホンジカでは 125％ということで、1.25倍の昨年

度を上回るペースで捕獲しております。 

○工藤勝子委員 ありがとうございました。そういう中において、電気牧柵という関係も

あるわけです。そして、トウモロコシというのはすごく栄養価が高くて、酪農家の皆さん、

それから和牛を飼っていても、飼料を買わないでトウモロコシを植えれば、それで栄養を

補給できるのですけれども、遠野の地域ではトウモロコシを植える人がほとんどいなくな

りました。原因は熊なのです。熊が入ってくるのでトウモロコシを植えていた畑を草地に

替えてしまったのです。餌代が高くなってきているので草地を起こして、またトウモロコ

シをつくりたいと思う人たちもあるかもしれましん。ただ、電気牧柵をかけていても熊は
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驚かないのです。１回はビビッと来るかもしれませんけれども、死なないということを勉

強してしまったのです。だから、中に入って食べるし、熊が食べたトウモロコシは牛は食

べません。多分熊の匂いがついているから食べないのだろうと思っています。この電気牧

柵の購入支援の実態、この効果についてはどのように捉えていますでしょうか。 

○村上担い手対策課長 電気牧柵につきましては、先ほど工藤勝子委員の御指摘がありま

したとおり、野生鳥獣が柵に接触した際に、電気のショック、痛みで恐怖を学習して、そ

れ以降野生鳥獣が入ってこないというような心理柵と呼ばれているものなのですけれども、

こういう形で電気柵はやっております。鳥獣被害防止総合対策交付金におきましては、電

気柵については市町村協議会が事業実施主体となって行っておりますけれども、県におい

ては直営施工、要は直接設置する場合については定額で補助をしております。請負施工に

ついては２分の１の補助ということになっております。それから、上限単価は決まってい

ますけれども、材だけであれば低額なので、満額補助される形になっておりますし、機械

の借り上げ料や日当については、中山間地域等直接支払や、多面的機能支払などで経費と

して見ることができます。 

○工藤勝子委員 令和４年度の政策評価報告書を見ますと、農林水産部も環境生活部もＡ

になっているのです。これは、予算に関して使い切ったからＡなのか、捕獲頭数が百何％

になったからＡなのか、Ａという評価の仕方はどこで捉えているのですか。 

○村上担い手対策課長 政策評価の関係につきましては、目標設定を捕獲頭数で設定して

おりますので、２万 5,000頭の捕獲目標に対して令和３年度は２万 6,000頭以上の捕獲が

できているということで、Ａ評価になっております。 

○工藤勝子委員 では、令和５年度の被害額をどこで抑えようとしていますか。４億円に

とめますか。いかがですか。 

○村上担い手対策課長 被害額につきましては、野生鳥獣被害の防止対策につきましては

捕獲だけではなくて、柵の設置とか、地域の寄せつけない取り組み、やぶの刈り払い、そ

れらの３点セットが基本となっています。ですから、捕獲だけを評価してもなかなか被害

額が減るわけではありません。その３点セットがしっかりと地域の中で取り組めるような

支援をしていきたいと思っておりますし、当然被害額につきましては、今まで 25年がピー

クで５億円ぐらいだったのですけれども、それがだんだん下がってきて、最近は４億円程

度の横ばいくらいになっています。ですから、それをもっともっと下げていかなければい

けないと思っております。 

○工藤勝子委員 この評価の仕方ですが、例えばこの被害額もある程度ラインを設けて、

そこから超えたらＢになるとか、そこが達成できたらＡとか、予算を消化したとか、捕獲

したからではなくて、もっと実態に即した評価の仕方をいろいろな部署でやっていくべき

ではないかと捉えております。 

 そういう中において、予算を見てみたのですが、電気牧柵も、減額になっている部分が

あるのです。なぜ農家の人たちの被害が増えているのに減額になっているのですか。その
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考え方をお聞きいたします。 

○村上担い手対策課長 ２月補正では約 3,000万円の減額にはなっているのですけれども、

これについては市町村からの要望等を踏まえまして、しっかりと国に対して財源となる交

付金の要望はしているところなのですけれども、国からの内示、内報が大体７割から８割

ぐらいになっています。追加で要望調査として出していますけれども、国からの追加割り

当ての内示が遅くなっています。この部分については、国に対してもしっかりと早期に配

分するよう要望しておりますけれども、10月、11月あたりに割り当てがあったとしても、

冬の工事になってしまうと農作物の被害を減にするというのはなかなか少し厳しいという

ところもありますので、予算につきましては、市町村からの要望についてはしっかりと満

額で充足されているということで認識しております。 

○工藤勝子委員 ぜひよろしくお願い申し上げたいと思います。環境生活部と非常に密接

に関係あるのだろうと思っています。ですから、今回は結局早池峰の関係の希少植物は申

し上げませんでしたけれども、どのような情報交換と連携をとっているのかについてもお

聞きしたいと思います。 

○村上担い手対策課長 鳥獣被害対策につきましては、当然環境サイドの野生鳥獣の個体

数管理と、農作物被害防止対策を一体的に進める必要があると考えております。環境生活

部サイドと常にいろいろ情報交換をしながらやってきておりまして、毎年度大体２回か３

回ぐらい開催している連絡会を初め、地域での連絡会もあります。その中で、例えば農作

物被害の状況や環境サイドで情報を持っている人身被害、鉄道、列車との衝突の被害、捕

獲に関するマニュアルなども共有しながら一緒に進めております。 

○工藤勝子委員 私の地域では、山際のかなりの面積に、電気牧柵を設置しております。

そういう中で被害が抑えられている部分はかなりあります。牛飼い仲間がおりまして、市

場があったときに 10人ぐらいが１カ所に集まって、反省会をやるのです。そのときに、私

がうちにいれば、その何人かを送っていくのです。土淵達曽部線という県道があります。

あちらの地域の人たちは電気牧柵の設置が全く手つかずなのです。いつも送っていくので

すけれども、この間の２月の市場、16日だったと思いますけれども、仲間の人を附馬牛の

奥まで送っていったのです。そうしましたら、夜に県の皆さんに行って見てほしいと思う

くらい鹿がいました。車を運転するのが怖いくらいでした。いつ道路に飛び出してくるか

わからないし、実際、飛び出してくるのもいましたし、道路の両側にぞろぞろといるので

す。今までこんなにいたことがない、本当にこれは大変なことだとおもいました。小さい

のから、雄から雌からいます。そのうちに行くまで両側にいることに本当にびっくりして、

これは県の職員が夜の 11時ごろに、車であの街道を走ってみていただきたいと思ったくら

いでした。電気牧柵を山際に設置しただけでもかなり被害を抑えることができますので、

ぜひいろいろな形で予算を拡充して、対応をよろしくお願い申し上げて終わりたいと思い

ます。 

○ハクセル美穂子委員 私からは３点御質問したいと思います。 
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 まず１点目ですが、県有種雄牛の育成についてです。ことし地元の初競りにも行かせて

いただいて、繁殖の皆さんと話をして話題に出てきてしまうのは、市場できちんと評価さ

れるようなタイプの県有種雄牛を何とかつくってほしいということです。今も取り組んで

いるという答弁をこれまでも聞いていますが、来年度どういった形で、改良を加速するた

めにどういった取り組みをされるのかという点についてまずお聞きしたいと思います。 

○米谷畜産課総括課長 県有種雄牛についてですが、先ほどハクセル美穂子委員から御指

摘がありましたけれども、子牛市場の中で県有種雄牛の価格が、他県あるいは民間の種雄

牛の産子よりも安く取引されているということがあります。数字的にも、若干というより

は、ことしの初競りですと全体で約 10万円下がったところなので、その下げ幅も含めて大

きかったと感じております。 

 種有牛につきましては、今までにも何回かお話しさせていただきましたけれども、他県

と差別化を図るためにも、産子能力にすぐれた種雄牛を造成していくということが大事だ

と思っております。平成 30年に造成しました安久勝晃という種雄牛がございます。一般の

肥育農家で出荷され始めてきているものでございます。この安久勝晃、歴代最高の枝肉成

績を出したということもありますけれども、ことしの１月に東京で開催されましたいわて

牛の枝肉共励会で最優秀賞を取るなど、いろいろといい成績が出てきております。そうい

った情報も出しながら、繁殖農家の方々にも使っていただきたいと、そういう利用拡大を

図っていきたいと思っております。若い種雄牛は徐々に成績が出てきておりますので、期

待しているところです。 

 種雄牛の造成の仕組みでいきますと、平成 30年からゲノムを使いながら育種価を推定し、

雄、雌で両方を選びながら、能力の高い牛を選びながら計画的に進めていって、今までの

改良の速度をアップさせていきたいと考えています。 

○ハクセル美穂子委員 御答弁ありがとうございます。成績というか、市場価格が上がっ

ていく県有種雄牛をつくってほしいと言っているのは、市場価格が高くなったり、コロナ

禍によっていろいろな畜産経営が圧迫されている中で、他県の成績のいい、市場で人気の

種が入手しづらくなっているという面もあるということを農家さんにお伺いしました。県

有種雄牛の中に市場で評価されるものがあるということは、県の畜産農家にとってとても

メリットになると。要するにとりやすいですし、ほかから回してもらおうとしても、ほか

との競争でもあるわけです。種をとるのも競争であって、その中でどんどん、いいものは

価格が高くなっていってしまうけれども、県でそういったきちんと値段が出る種雄牛を持

っているというのは畜産経営にも大変助かるのだけれども、今は残念ながらそういった牛

が本当に少ないと。私、市場に行ったときに名簿も見せてもらって、結局育種価にＣがい

っぱいあるのばかりなのだよという話をされたのです。先ほどお話ししてくださった安久

勝晃でもバラでＣが１個あるのです。推定育種価のところにＣがなくて、ＡやＨが増えて

くるような牛が半分ぐらいはいるように目指していくと、繁殖農家にしてみても、これつ

けてみようかということになると思います。それから、いろいろな技術も使って改良速度
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を上げていくべきではないかという話もされました。例えばＥＴ、そういったものでどん

どん速度を上げて、皆さんもこれまでやってきた鳥取純系というものの価値もある程度わ

かっているのだけれども、二つの系統でとか、その鳥取純系の種の価値もニッチなところ

であるので、市場価格が出るようなタイプの県有種雄牛のラインをしっかりと速度を上げ

てやっていってほしいということを言われました。まず、何よりも、昨日制度の説明もさ

れたのですけれども、県全体の子牛の価格というのは国の平均よりも高くて、補給金が基

本でないような形の中で、県有種雄牛をつけるとそれよりも 20万円も低い市場価格だった

りすると、何ともならないという話をされましたので、ここをしっかりと力を入れていっ

ていただきたいと思います。育種価などの改良の部分もどういった感じでやっていくのか、

もう一回聞かせてください。 

○米谷畜産課総括課長 育種価のところですけれども、先ほど安久勝晃にもＣがあるとい

う話がありましたけれども、そういったものを改善していくためにも育種価の判明してい

るものを交配させながら、だんだん能力を上げていこうと考えております。もっとスピー

ドを上げるためにもゲノムを使っていこうと考えております。毎年 500頭をゲノム解析し

ながら、その中から育種価が判明したものを選んでいくという取り組みをやっております。

まずは育種価の高いものを交配用に使っていく考えです。 

○ハクセル美穂子委員 わかりました。頑張っていただいて、ぜひいい報告を繁殖農家さ

んたちにできるとうれしいと思いますので、その点をよろしくお願いします。 

 次に、酪農経営について、さきほど飼料関係の議案も出ていましたけれども、１月の閉

会中の常任委員会のこの際質疑においてもお話をさせていただいた件です。差額支援や、

餌に対する支援というのも、もちろん今々必要なことですし、ある意味すぐお金が入って

くるので、ありがたいと農家の方も言っておられるのですけれども、酪農経営の場合、基

本的に生産コストに乳価が見合っていないというのが一番の問題なのではないかと酪農家

の方々と話をして感じたところです。 

最近の新聞報道で関東生乳販売農業協同組合連合会とか、東北生乳販売農業協同組合連

合会もですか、15円乳価を引き上げるとあって、いい反面、15円上がると流通でも上げて

いくので、結局消費者の方が買うときの乳価が上がると。私はいつも県産の牛乳を買って

いるのですけれども、10月に 110円になった後に、それまでスーパーで 198円だったもの

が 228円になって、今はもう安売り価格でも 248円になってしまっている。だから、10円

上がったのにスーパーで買うときは 50 円ぐらい上がっている感じになってしまったので

す。それぐらいまで上がるので、15円上げたとすると、ではどれぐらいの値段になるのか

と考えてしまいます。そうすると、県産ではなくて、違うほうにしようかという行動にな

って、牛乳を買わないかなという話になってしまうのも、酪農家の皆さん方は懸念されて

いるのです。 

 これは、県だけでできることではないので、県として酪農家の皆さんの意見を集約しな

がら、国にもお願いしなければならない部分かと思うのです。国として酪農家の方々が乳
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価を得るときに、補給金として支援をいただくような仕組みを提案してもいいのではない

かと私は考えております。現在も飲料用ではなくて加工用になったときに補給金を足して

農家に支払われているので、システム的にもう確立されている中でやれるのではないかと

思うので、消費者の消費価格にあまり影響のないような形で乳価の支援をするような仕組

みをぜひ国に訴えていくべきではないかと思っています。その辺について県のお考えをお

聞かせいただきたいと思います。 

○藤代農林水産部長 酪農の生乳への支援ですが、生乳というのは一物多価というような

表現をするのですけれども、飲む牛乳であれば 120円ぐらいで取引されて、生クリームと

かバターですと 80円だ 70円だという形で、同じ乳牛から搾った牛乳自体が幾つかの用途

によって価格が分かれるという非常に特殊な形になるものですから、国で加工原料乳とい

う形で補給金が出る分は、生産コストを下回ると言われている飲む牛乳以外の分について

措置されており、酪農家の皆さんにはそれを全体プールしたような形でお支払いされると

いうのが牛乳の仕組みです。ですから、酪農の生乳販売農業協同組合連合会という牛乳を

売る団体は、皆さんに飲んでいただけるような形で乳牛を販売しようと、都府県ですと学

校牛乳ですとか、なるべく酪農家の皆さんの手取りが多くなるような販売努力をされてい

るのですが、そこが若干生産コストを上回るということで、現行の制度の中ではそこにセ

ーフティーネットが働かない形になっています。県としては今の原材料高の部分が販売価

格の問題ではないので、あくまで所得の問題になってきますので、そういった原材料価格

の分を反映したセーフティーネットをつくってくれないか、例えば収入保険の中で酪農家

も使えるように、原材料価格の高騰なども反映するような仕組みをつくってくれないかと

国に要望しているところです。引き続きどういった形で対応が可能かを考えながら、国に

対して支援策を求めていきたいと思います。 

○ハクセル美穂子委員 ありがとうございます。きちんと今の飼料価格の高騰や、原油価

格の高騰などに対応して酪農家の方々が酪農生産ができるようにしておかないと、例えば

今北海道で牛を潰すと幾らですよと言って潰しているけれども、数年後に次の牛を確保す

るのが難しくなるのではないかと、そういったことも皆さん考えていらっしゃいました。

生き物なので、ただただ潰せばそれで終わりというものではなくて、長いスパンで考えて

いかないと経営自体も難しいのが酪農だということで、園芸や米などは多くなったからや

めるということができますけれども、牛は常に出産させて、搾っていかなければならない

し、その次の後継牛の確保をどうやっていくのかを全体で考えていかないとなかなか難し

いところだと思います。雫石町の農家さんも、ずっと頑張ってきたけれども、今はもう餌

代 65％を超えてきたと、やれるかどうか家族で話し合っているところだというところまで

いっていて、大変なことだというお話をしていました。酪農家の方々こそきちんとやって

いる方、後継者もいますし、その後継者の方々にしっかりとこれからもやっていただくよ

うな形で、少し規模が大きいので、国もしっかり絡めてやっていかなければならないこと

だと思いますから、県内の酪農家の皆さんの現状をしっかり国にも上げていただきたいと
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思いますので、その点よろしくお願いいたします。 

 最後、もう一点ですが、普及員の活動について少し御指摘をいただきました。私の地元

は、昔地域駐在がいた地域なのですけれども、今はいなくなって、たまにどこかには行っ

ているかもしれないみたいな感じで、なかなかお会いする機会がないのですけれども、地

域の農家の方々からも、経営が苦しくなってくると、コスト削減するための助言などが欲

しいと、ＪＡの指導があればいいのかもしれないのですけれども、ＪＡでも広域合併して、

営農指導は少し手薄な感じがすると皆さん話をされていました。でも、ＪＡに関しては民

間というか、まず営利でやりとりしているので、そういうときこそ普及員が地元にもっと

入っていくような形にしていくべきなのかと。そして、経営が苦しいので、どんな事業が

使えるのかなど、知りたいことをプッシュ型で伝えていくためにも、日ごろから信頼関係

を築いていくというのが大切だと思うのです。今さら地域駐在なのかと思うのですけれど

も、駐在がいたころのような関係性を築いていくことが大切だと思っているのですが、そ

ういった点について県として今後どう進めていくのか、その点についてお伺いしたいと思

います。 

○竹澤農業普及技術課総括課長 普及員の活動についてでございますが、ハクセル美穂子

委員御指摘のとおり、地域駐在等で足しげく農家に通うのが非常に望ましい姿だとは感じ

ております。各市町村に地域駐在があった昭和のころは、最大 440名を超える普及員がお

りました。一方、現在は 200名少しという状況でございます。こうした限られた人員の中

でより効果的に普及活動を進めるといった観点から、４年前に経営指導課を新設いたしま

して、重点支援対象に向けて、重点的な経営発展に向けた指導を行っております。 

一方で、産地育成課では、農業協同組合と協働で集合指導もしくは個別巡回指導などを通

じて、折に触れ、農家の皆様に必要な情報をできるだけお伝えしているところです。 

 全戸を巡回することが不可能な状況の中、県といたしまして、いわてアグリベンチャー

ネットで情報発信するほか、徐々に登録者がふえておりますが、メーリングサービスでプ

ッシュ型の通知をしております。こういったツールを活用しながら情報伝達に努めている

ところでございます。 

○ハクセル美穂子委員 人員削減された中、工夫してやっていただいているのは私もわか

っておりますが、経営で困った場合、個別農家の懐具合を出すことなので、誰にでも簡単

に相談できるものではありません。こういう相談をしたいのだけれどどこまで話ししたら

いいのか、信頼関係がないとなかなかうまくいかないとお話されていました。 

今北海道では、酪農がすごく大変なので、支援チームのようなものをつくって、必要な

方のところに行くというような活動をされているというお話を聞きました。商工会などで

は伴走型支援と言って、支援を希望する会社に来てくれて、長期的に経営などを助言して

いくようなチームがあるのですけれども、普及員はいろいろな知識があるし、ニーズに合

わせてチームを編成して助言することで、経営が改善される部分もあるのではないかと思

いますので、そういう工夫もぜひしていただきたいと思います。 
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 それから、いわてアグリベンチャーネットも頑張っていただいていて、かわいいサイト

だなと思っているのですが、皆さんがスマホを持っていて、アプリみたいなものを簡単に

つくれるような時代になりましたので、例えばですけれども、プッシュ型で支援してほし

いという要望を送信するとすぐわかるようにするなど、ＩＴの関係も活用しながら、効率

的な普及活動をしていただきたいと思います。やはり一番は信頼なのかと、どんなにデジ

タルが進んでも人と人で、作物のことや地域のことをしっかり見ながら助言してもらわな

いといけないので、ぜひ普及員にはさらに活躍していただきたいと思っています。令和５

年度もどうぞよろしくお願いします。お願いして終わりたいと思います。 

○高田一郎委員 私は二つ通告しておりました。最初に水産業資材価格高騰緊急対策費補

助事業についてお尋ねします。 

 これは、12月定例会で補正した事業であります。漁業資材の価格高騰に対して漁業者に

支援をするという制度であります。今現在申請受付が続いていると思うのですけれども、

直近の申請件数やその金額がどの程度になっているのか、示してください。 

○森山水産担当技監心得兼水産振興課総括課長 令和５年１月 16 日から同年２月末まで

要望を受け付けた結果、対象となる漁業関係団体 36団体中 19団体から計 198件の申請が

ありました。金額については 375万 1,000円です。 

○高田一郎委員 現在 198 件、375 万円ということですけれども、予算額は 6,584 万円程

度であります。これからふえるかもしれませんけれども、少ない金額だと感じました。先

日ある漁業協同組合に行ったときに、この事業は非常に補助対象範囲が狭いのではないの

かという話を聞きました。養殖施設に必要なロープ購入への補助が不十分だったり、段ボ

ールについても対象になっていないとか、補助対象範囲が狭まっているのではないかとい

うお話を受けまして、ある漁業協同組合では１漁業協同組合当たりの受け取り補助金額が

平均で 1,000円程度という話も受けました。なぜこういう申請状況になっているのですか。

漁業団体からもいろいろな要望が来ているのではないかと思うのですが、申請件数、補助

金額が少ない要因を県としてどのように分析しているのかお伺いいたします。 

○森山水産担当技監心得兼水産振興課総括課長 当該事業でございますけれども、漁業関

係団体等で燃油高騰対策の推進を図ることを目的といたしまして、今年度の８月に岩手県

漁業用燃油資材高騰対策会議を設立いたしまして、この中で構成員から支援についての要

望を受けた経緯がございます。それを受けて、12月補正でこの支援事業を立ち上げました。

対象と額が少なかった理由につきましては、一つは事業の開始の時期が遅くなったという

こと、それから市町村において物価高騰対策の支援金の措置がされたこと等が要因ではな

いかと考えております。 

○高田一郎委員 今回の補正予算の中にも、中小企業団体に物価高騰対策ということもあ

って、法人には一律 15万円ですか、そして個人事業者には７万 5,000円という、そういう

スキームで 20億円ほどの予算が措置されました。今回の水産業関係も、そういう視点で対

応したほうがよかったのではないかという印象を少し受けております。今度の事業内容と
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いうのは、漁業用資材のうち、前年度から 10％以上価格が高騰している資材に対して購入

実績に応じて補助金を払うと、対象が本当に少ない、品目が少ないということと、10％以

上価格が高騰していないと対象にならないということです。ですから、極論ですけれども、

資材価格が、９％程度の上昇であれば全て対象にならないと、補助金ゼロと、支援金ゼロ

となってしまうのです。全ての漁業用資材の価格が上昇しているわけでありますから、こ

ういう事業内容はどうなのかと思っております。全ての漁業者、漁業団体が物価高騰で大

変になっているわけですから、スキームを見直していくべきではないかと思っているので

すが、その辺はいかがでしょうか。 

○森山水産担当技監心得兼水産振興課総括課長 当該事業のスキームでございますけれ

ども、令和４年４月１日から令和５年１月 31日までの間に購入いたしました漁網ロープ、

発泡スチロール箱等の漁業用資材 20品目につきまして、購入時の単価が令和４年３月時点

の単価と比較して 10％以上高騰した資材に対しまして上昇分の２分の１、１業者につき 10

万円を上限に補助するというスキームでございました。これにつきましては、予算の制度

設計の段階で、漁協から平均的な資材購入の価格、あるいは高騰している資材の程度、そ

ういったものを聞き取りしまして、県内の組合員、あるいは関係する漁業関係団体、そう

いった構成員に引き延ばして予算措置をしたものでございます。 

○高田一郎委員 実際に物価高騰で困っている現場では、１漁家当たり 1,000円程度にし

かならないというのが実態なわけです。ですから、少しこのスキーム全体を見直して対応

するように、ぜひ内部でも再検討していただきたいと思います。 

 もう一つは、養殖施設の更新に対する支援についてお伺いいたします。これは、ある漁

協にお邪魔したときに、養殖施設がもう 10年以上経過して、順次更新していかなければな

らないが漁業者の負担が非常に大きいというお話をいただきました。県として養殖施設更

新に関する課題を、どのように把握、認識しているのか、この点についてお伺いいたしま

す。 

○森山水産担当技監心得兼水産振興課総括課長 養殖施設の更新についてでありますけ

れども、海洋環境の変化等によりまして主要魚種の不漁、あるいは資材価格の高騰など、

漁業者の生産状況が厳しい状況にあると認識しております。養殖施設の整備を行う際には、

漁業者の負担を軽減する必要があると認識しております。 

○川村伸浩委員長 昼食の時間にかかりますが、引き続き質疑を継続したいと思います。

御異議ありませんか。よろしいですか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○高田一郎委員 物価高騰によって、養殖施設の更新事業費が膨らんでいるという状況が

出ています。養殖施設を更新するためには、既存の施設を撤去し、その後に新しい施設を

設置するため工事費や資材費等がかかって、１台当たりの整備事業費が 250万円ほどかか

るという話をされました。しかし、国の補助事業は、浜の活力再生・成長促進交付金とい

うことで、２分の１程度しかないという話です。ここの漁協では 798 台、800 台近い施設
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を持っていまして、そうしますと 19億円、施設を全部更新するために、そのうち半分程度

しか補助されないということです。その状況を考えますと、こういったところにも県とし

ても支援をしていくべきではないかと思いますし、またそういった漁協などからもそうい

う強い要望があります。市町村によっては、独自に上乗せして支援をする市町村も出てい

ますけれども、県としても養殖漁業者、漁協に寄り添った支援をしていくべきではないか

と思いますけれども、その点についての県の対応方針についてお伺いいたします。 

○森山水産担当技監心得兼水産振興課総括課長 高田一郎委員御指摘のとおり、国の補助

事業がございまして、漁業者が共同利用施設として整備する場合には当該事業が活用可能

で、補助率は２分の１になっております。事業の採択につきましては、10％以上の収益率

向上ですとか、作業の効率化といったものが要件とされておりまして、県といたしまして

は事業の採択に向け、漁協等に対しまして計画書の作成やデータの提供など、そういった

支援をしているところでございますが、補助率の２分の１という部分につきましては、関

係する漁協なり、関係団体などから要望を聞いて、十分な補助について国に求めていきた

いと考えております。 

○高田一郎委員 国に求めていくのは大事なことだと思います。私がお願いしたいのは、

岩手県としても漁業者の皆さんに寄り添って、独自の支援を行うことはできないのかとい

うことです。藤代農林水産部長から答弁をいただいて、私の質問を終わりたいと思います。 

○藤代農林水産部長 水産の養殖施設の更新といいますか、機能強化の支援についてです

けれども、かさ上げ補助できないのかという話ですが、現時点で岩手県では行財政改革の

中でかさ上げ補助は基本的には行わないという方針ですので、なかなか難しいところがあ

りますが、一方で不漁というような状況にもありますので、より有利な国の事業をどうい

うのが使えるかを引き続き探して、有利な事業が使えるようにしていきたいと思いますし、

また、先ほど申し上げましたかさ上げ補助はなかなか県としてというのは難しいところが

ありますが、そういった中で県で何ができるか引き続き内部で検討していきたいと思いま

す。 

○川村伸浩委員長 この際、昼食のため午後１時まで休憩いいたします。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○川村伸浩委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

○上原康樹委員 午前中の質疑を聞いていまして、工藤勝子委員の鹿や熊に関する目に見

えるような質疑というのは非常に心に入ってきましたし、また米内紘正委員のデータをし

っかり見据えて事実をあぶり出すという、こうした姿勢にも勉強させていただきました。

いろいろなテーマがございますけれども、最も厄介なものは目に見えないものでございま

す。私のきょうの質疑は、福島第一原子力発電所での原発事故によって発生した水、汚染

水、処理水についての質問でございます。もうこれはいっぱいになっておりますので、何

としても処理をしなければいけないのですが、政府は海洋に放出するという方針を固め、
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準備が着々と進んでいるところでございまして、ことしはその瞬間、その時を迎えるので

はないかと見られております。そういう中で、この問題を岩手県に住んで、そしてなりわ

いを立てている皆さん方がどう受けとめているのか、刻一刻と変化していく県民の意識と

いうものに岩手県はどう向き合っているのかを伺いたいと思っております。既に漁業者の

皆さんがこの汚染水の海洋放出についていろいろな意見をお持ちで、発言もされていると

思いますが、ここまでの段階で県はどこまでそうした声を集約しているでしょうか。まず

はそこから伺いたいと思います。お願いします。 

○森山水産担当技監心得兼水産振興課総括課長 岩手県漁連の主催によりますＡＬＰＳ

処理水についての現況説明会が今年度６月に開催されまして、この中で漁業者からは、水

産物の風評被害等の対策、消費者理解の醸成に万全を期すこと、東電による責任を持った

損害賠償、主要魚種の不漁対策への支援といった意見が出されたところでございます。 

○上原康樹委員 損害賠償という具体的な話が出てきております。県は、新年度に 3.11

の記憶の風化をさせないという努力に向けての予算編成も措置しておられます。県が進ん

でいく大きな道の一つに 3.11を決して風化させない、忘れない、そのための努力が求めら

れているわけでございますけれども、あの日のことをどう農林水産部は総括して、どうい

う意識を持ってこの問題に向き合っておられるのか、これはその年々によって、状況によ

っていろいろ変わってくる場面もあるかと思いますけれども、現在の段階で岩手県はあの

原発事故、汚染水の問題をどう捉えていらっしゃるのか。海の環境と、そして魚とのかか

わり、海の状況と、そして漁業というもののかかわり、こうしたもののかかわりの中で、

県はどういう意識を今お持ちなのか。徹底してあれを総括し、今後原発事故に対して国を

挙げての対応、備えというものを求めていくつもりはあるのかどうなのか。これは、国の

やることだからということで、大きな問題だからということで流してしまうのではなくて、

県が本当にどういうつもりで今この問題を見据えているのか、その姿勢をぜひ示してほし

いと思うのです。大きな話になりますけれども、どう捉えていらっしゃるでしょうか、お

聞かせください。 

○髙橋企画課長 総括というお話が最初にありました。3.11、あの日以来、水産業の再生

ということで、いろいろ復興プラン等も掲げながら取り組んできた中で、さまざま水産物

に対する風評被害といったようなものもございまして、そういったことにもいろいろと取

り組んできたわけでございますが、本県の漁業といいますのは、世界有数の漁場でありま

す三陸の海を生かしながら、サケ等の沿岸漁業、あるいはワカメ等の養殖業を主体に発展

してきたというところでありまして、その豊かな海の環境、こういったものが豊富な水産

物を育む、こういうつながりが魚なり、海の環境といったものの関係につながっているも

のだと思っております。 

 先ほど上原康樹委員からも御紹介ありました国のＡＬＰＳ処理水ですが、春から夏にか

けて放出するということも方針として出されているわけでございますが、先ほど森山水産

担当技監心得からもお話ありました、漁業関係者から風評被害などを懸念して、放出につ



 28 

いての強い反対姿勢も示されているということであります。処理水のこの海洋放出が東日

本大震災津波からの復興に向け、今なりわいの再生に取り組む本県にとりまして、さらに

主要魚種の不漁等、厳しい状況にある水産業に影響を及ぼすものであってはならないと認

識しております。 

 県ではこれまで、国に対してもさまざまな機会を捉えながら、まず国の責任におきまし

て水産業を初めとする関係団体や市町村等に丁寧な説明、そして真摯な対話を継続し、慎

重な対応を行うよう要望してきたこと、それに加えまして不漁、さらには風評被害に負け

ない強い水産業の実現に向けました支援を行うよう要望してきたところでございます。国

に対しては、さまざまな点でしっかりと説明をしていただく、そして国内外の理解、安心

が得られる取り組みを拡充するよう、これからも機会を捉えて要望していきたいと考えて

おります。 

○上原康樹委員 丁寧な御説明ありがとうございました。確かに安全であってほしい、何

事も起きないでほしいと願うのが県民の人情でございます。この汚染水が海に放出されて、

いや、何でもなかったのだと言いたいところです。けれども、本当にそうなのかというと

ころで、風評被害という概念が出てまいります。この風評というのは、これはうわさだか

らということで、いや、関係ないので大丈夫なのだよというふうに言い張るというのも、

また誤ったほうに話を持っていきがちになりますので、ここは冷静に是々非々で、いいこ

とはいい、悪いことは悪いということで、岩手県は自立して意見を言っていくべきなのだ

と思います。ですから、事実というものは非常に重要で、海洋放出という非常に好ましく

ない状態を迎えたその後が問題だと思うのです。実際にこれは魚にどういう影響を与える

のか、海はどう変わっていこうとしているのか、データとして、数値として、きちんと科

学的に突き詰めていくという姿勢を岩手県は独自に取り組むべきだと思います。釜石市に

も研究機関がありますけれども、ああいう公的な科学的な機関に大いに活躍していただい

て、今までにないほど海の状況を徹底的に調べてもらう、そういう姿勢を示していただき

たいと思います。 

 3.11を風化させないという大きな課題、漁業はまさにその核心的なフィールドを担って

いると思います。漁業のみならず農業だって、あのときの汚染された大地、除染された牧

草が、その痕跡がまだ牧野の片隅に残っています。私は、二十数年来岩手山麓を見て回っ

て、その除染された牧草のビニール袋といいますか、パッケージを見て心を痛めておりま

す。年ごとに破れて朽ち果てていくさまは、あの 3.11を目の当たりにしているような思い

でございます。そうした記憶を風化させないということを農業や水産業を通じて、これは

しっかり心に刻んでいくべきものだと思っております。 

 岩手県は、三陸というすばらしい環境を控えております。太平洋に胸板を張るようにし

て存在している県でございます。それだけに、あの 3.11の出来事というものを最も胸に刻

むべき地域だと思っています。ですから、これからも科学的に、そしてあとは魂の問題と

してこの問題と深くリンクしていくという覚悟をお持ちいただきたいと思います。いささ
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か大きな話になりましたが、藤代農林水産部長、一言いただけますか。お願いします。 

○藤代農林水産部長 ＡＬＰＳ処理水のことで、いろいろ御指摘いただきました。原発事

故で、私も農業分野におりまして、牧草の除染から牛の移動制限解除のような仕事にも携

わりましたけれども、今上原康樹委員がおっしゃっていただいたとおり、科学的な根拠に

基づいて、まずは安全性ということを示して、その中で安心というようなものを消費者の

方にもわかっていただいて、岩手県の農林水産物を選択していただくということが大事だ

というふうにも考えております。今回のＡＬＰＳ処理水に関し、国では汚染水をいわゆる

ＡＬＰＳ処理というような形で、トリチウム以外のものを取り除いて、その上でさらに希

釈して基準以下にして放出する。あるいはその放出した後にあっても、魚、海の底にいる

ような魚を分析し、あるいは汚染水で魚を飼って、その安全性をしっかり確認するという

ようなことも言っていますし、さらにＩＡＥＡの国際の機関でもそういったことの取り組

みについて評価していただくというようなことも言っています。そういったことも、なか

なか県レベルでトリチウムというのを分析というのはかなり難しいところもありますので、

そういった国の取り組みをしっかり見据えながら、岩手県の農林水産物、特に水産物にそ

ういった風評被害が及ばないように、県としても取り組んでいきたいというふうに思いま

す。 

○上原康樹委員 ありがとうございます。どんなものもそうですが、真実を知ろうという

姿勢がないと県政も、そしてまた政治も本当の道筋をたどれないと思っております。ぜひ

この問題を一過性の問題とするのではなくて、いつまでもいつまでも心に刻む岩手県であ

ってほしいと思います。どうもきょうはありがとうございました。終わります。 

○伊藤勢至委員 今定例会の招集日でありました２月 15 日、夕方５時半ごろのテレビを

見て、タイミングよく貝毒の問題を取り上げていましたので、そのまま見たところであり

ます。大阪湾で、大阪大学の学生さんたちが貝毒を発生させるプランクトンを特定できた

という番組だったように記憶しております。そして、この情報を東北大学でも共有して、

三陸の水産振興のために役に立てたいということで、研究に取りかかっているというよう

な内容だったと思いましたが、当然この情報は入手していると思いますが、いかがでしょ

うか。 

○森山水産担当技監心得兼水産振興課総括課長 伊藤勢至委員御指摘のとおり、貝毒の発

生の原因となる貝毒プランクトン、これに寄生して死滅させる新たな新種のプランクトン

が発見されたというニュースがございました。2019年に東北大学らの研究グループが大阪

湾においてそのプランクトンの存在を初めて突きとめたということでございます。この情

報がありまして、これを貝毒の発生の解決に活用できないかというような研究が現在進ん

でいるところでございます。それにつきましては、東北大学では早ければ 2024年春にも海

への投与を目指したいというようなことが新聞等で報道されていると承知しております。 

○伊藤勢至委員 東日本大震災津波後に、岩手大学が三陸の水産振興に寄与したいという

ことで、学長の肝煎りで釜石市に研究機関を設けました。魚がだめ、それに貝殻類もだめ
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となったら完全にアウトですから、そういう研究機関に情報を提供して、三陸沿岸が一体

となって研究をするように持っていって、若い学生さんたちの力を借りて、新しいテーマ

に取り組むことをやっていくべきだと思います。こういう明るい情報は早く共有して、発

信する。情報を自分でとめておいてはだめなのです。どこから新しい考えが出てくるかわ

かりませんから、水産関係の皆さんで共有して、どんどん現状を変えていくという努力を

していかなければいけないと思います。 

 そこで、このごろ全くサケが不漁でして、それに代わるものとして、全国各漁業協同組

合が中心となって各種サーモンの養殖に取り組んでいます。トラウトサーモンです。要す

るにマス類です。サケではなくマス。岩手県は１級から準用河川まで 860ぐらいの河川が

あると思うのですが、そういったものを河川に放流してしまいますと、食物連鎖が起こっ

た結果マスが食べる餌がなくなってしまってマスも死んでしまう、つまりキャパシティー

を超えた放流があってはいけないという記事を見た気がするのですけれども、それについ

てはどのようにお考えでしょうか。 

○森山水産担当技監心得兼水産振興課総括課長 河川では、漁業協同組合がイワナ、ヤマ

メ、アユも含めてですけれども、渓流魚等を放流して、増殖努力をしております。北海道

大学の研究グループが、河川への人工的なその放流がむしろ資源を圧迫して、生物資源そ

のものが減少してしまうと、バランスを崩して減少してしまう可能性があるという研究報

告が出ております。そういった情報については、我々としてもつかんでおります。 

○伊藤勢至委員 北海道大学の話が出ましたが、何年か前に、北海道大学の水産学部は北

海道かいわいのオホーツク、あるいは千島列島かいわいの 40センチメートルぐらいのサケ

を捕まえて、その背びれにタグをつけて、また放流をして、その生態を追跡しているとい

う話をしたのですが、本県ではそういう研究をしたという話を聞いたことがありません。

今年度は１万尾の種魚というのか、卵を確保して、それを養殖して放流すると。放流をす

ると、行ってらっしゃい、４年待っていますよと、その間の研究が何もない。これではま

さに神頼みでしかないと思うのです。一体、放流したサケがどの程度、どの辺で成長して

戻ってくるのか、そういう研究を、岩手大学が取り組んでいるのかもしれませんけれども、

そういう人たちと情報共有して、ギブ・アンド・テークで北海道からも情報をもらう、大

阪大学からももらう、こっちからも差し上げると、こういうことをやりながらお互いがい

いところに上がっていけるような、そういう取り組みをやっていかないと進歩がないと私

は思うのですけれども、藤代農林水産部長に御答弁をお願いしたいと思います。 

○藤代農林水産部長 試験研究などで、非常に狭い分野で試験研究したりしますので、さ

まざまな情報を共有し、国内のみならず世界の情報を得て、自分の研究に生かして実用化、

技術に応用していくというのが非常に重要なことだと考えております。水産技術センター

でも、伊藤勢至委員御指摘のような形でのさまざまな情報をえる努力をしているようです

けれども、最新のニュースというのは研究レベルでは実績が出てからでないと来ないとい

うところもありますから、担当の行政部門から研究機関に情報提供するなり、研究機関と
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や大学ともさらに情報共有して高めながら、本県の水産物がよりよい形に対応できるよう

に取り組んでいきたいと思います。 

○川村伸浩委員長 ほかにありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川村伸浩委員長 なければ、これで本日の審査を終わります。 

 執行部の皆様は御苦労さまでした。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれをもって散会いたします。 

 


